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1― はじめに

　今の若者は、消費に消極的な印象が強

く、「高級ブランド離れ」や「クルマ離れ」な

ど「若者の○○離れ」を言われがちだ。本

稿では、消費意欲が旺盛と言われたバブ

ル期の若者と今の若者の状況をデータで

比べるとともに、社会背景や価値観変化

等の考察を行う。

2―「高級ブランド離れ」は本当?

1｜若年単身勤労者世帯の被服費の
　大幅減少と「高級ブランド離れ」
　総務省「全国消費実態調査」にて、1989

年のバブル期と2014年の30歳未満の単

身勤労者世帯の「被服及び履物」の支出額

を比べると、男性は月平均1.1万円から5.4

千円へ、女性は2.1万円から8.9千円へ大

幅に減少している（物価を考慮した実質

増減率は男性△58.6%、女性△61.6%）。

同調査には「高級ブランド」という品目は

存在しないため、「高級ブランド」の支出額

の減少を直接的に確認できたわけではな

いが、2014年の若年単身勤労者世帯の被

服費は1万円を下回っており、「高級ブラン

ド」を買う若者が多いとは考えにくい。ま

た、バブル期は、若者の間でも欧米の高級

ブランド品や国内のDCブランドがもては

やされていたようだが、今は、そのような

風潮が見えにくいこともあわせて考えると、

今の若者では「高級ブランド離れ」をして

いる可能性が高い。

2｜消費社会の成熟化と価値観変化
　若年単身勤労者世帯の被服費の大幅減
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少には「高級ブランド離れ」の影響もある

かもしれないが、バブル期でも被服費は月

1～2万円程度であり、「高級ブランド」を好

んだ若者は多数派ではないだろう。そうな

ると、「高級ブランド離れ｣以外に、どんな

理由があるのだろうか。今の若者はおしゃ

れをしなくなったのだろうか。しかし、若い

男性は一昔前より身綺麗になった印象が

強く、2000年代には都内で男性専門の百

貨店が開店し、毎年、様々なメーカーから

男性用化粧品も発売されている。また、女

性についても、おしゃれをしなくなったと

いう印象は薄い。

　社会背景を振り返ると、バブル期は、欧

米の高級ブランド品を持つことが、ある種

のステータスで、国内の百貨店でもDCブ

ランドに勢いのある時代であった。消費社

会は今ほど成熟しておらず、品質の良い物

や流行の物、最新の物を手に入れるために

は、その分、高いお金を出す必要があった。

裏を返すと、「高い物は良い物」という見方

の強い時代であった。

　しかし、1990年代以降、日本の消費社

会は進化してきた。服飾品ではファスト・

ファッションの台頭で、安く高品質な物、

流行の物があふれるようになった。今の

若者では、バブル期に見られた「良い物は

高い」「高い物は良い」という価値観が薄ら

いでいる可能性がある。また、今の若者は、

物があふれる中で育ってきたため、物質的

な欲求が弱まっている可能性もある。

　よって、今の若者は、消費社会の成熟化

によりファスト・ファッションなどを利用す

ると、過去よりお金をかけなくてもハイレベ

ルな消費生活を楽しむことができる。さら

に、安価で高品質な物があふれたことで、物

質的欲求が弱まり、「高級ブランド」の所有

欲求や憧れも薄れている可能性がある。

　若年単身勤労者世帯における被服費の

大幅減少は、若者がおしゃれをしなくなっ

たわけではなく、消費社会の成熟化の恩恵

と価値観変化の影響が大きいのではない

だろうか。

3―「クルマ離れ」は本当?

1｜自動車関係費・保有台数の変化
　被服費と同様に、1989年と2014年の

30歳未満の単身勤労者世帯の「自動車関

係費」を比べると、男性は月平均1.8万円

から7.3千円へ減少する一方（実質増減率

△62.2%）、女性は4.9千円から1.4万円

へ増加している（同＋154.3%）。その結果、

2014年では男女逆転している。ただし、こ

の結果には注意が必要である。同調査では、

若年単身勤労者世帯の調査対象世帯数が

減少傾向にあること、また、三ヶ月間の家

計簿調査であることから、自動車などの

高額品の支出額はブレが出やすい。よって、

単年度だけでなく、推移も捉えた方が良い。

　そこで、「自動車関係費」の実質増減率

の推移を見ると、男性は2009年までは横

ばい・減少傾向で、2014年で大幅に低下

している［図表1］。一方、女性は上昇傾向だ

が、2014年で著しく上昇している。推移を

見ると、2014年の「自動車関係費」の男女

逆転はさておき、男性は減少傾向、女性は

増加傾向にあることが確かに言えそうだ。

　また、若年単身勤労者世帯の自動車保

有台数を見ると、男性では減少傾向、女性

では増加傾向にあり、その結果、男女差が

縮小している［図表2］。
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　以上より、データの見方に注意は必要だ

が、若年単身勤労者世帯のクルマ関連の

支出や保有状況は、男性はおおむね減少

傾向、女性は増加傾向にある。つまり、若

い一人暮らしの男性では「クルマ離れ」の

傾向があるが、女性では、むしろクルマ利

用が増えている。

2｜自動車運転免許保有率の低下
　「クルマ離れ」について、自動車運転免許

保有率の状況も確認する。なお、得られる

データの制約上、バブル期ではなく、2001

年と2015年の比較になる。図表1より、運

転免許保有率は、男性は34歳以下、女性

は29歳以下で低下しており、低下幅は年齢

が低いほど、また、女性より男性で大きい。

2015年でも全ての年齢階級で、男性の方

が運転免許保有率は高いが、男女差は縮

小している。

　よって、運転免許保有率の変化からは、

若い年代ほど「クルマ離れ」の傾向があり、

その傾向は女性より男性で強い様子がう

かがえる。

3｜業界による「クルマ離れ」の考察
　若者の「クルマ離れ」については、一般社

団法人日本自動車工業会「2008年度乗

用車市場動向調査～クルマ市場における

エントリー世代のクルマ意識～」における

考察も参考になる。

　同調査によると、大都市に住む男性で

は自動車購入意向が弱まっているが、女性

や地方居住者では依然として強い。しかし、

購入予定時期の先延ばしも見られ、購入に

結びつきにくいようだ。

　この背景の考察として、今の若者ではク

ルマに対する負担が効用を上回っている

ことをあげている。今の若者は景気低迷

の中で育ち、保守的な価値観を持つため

に、事故などのリスクを懸念する姿勢が強

い。また、情報通信技術の進化によりゲー

ムや携帯電話、パソコンが普及し、屋内で

過ごす時間が多い。移動しなくても友人と

コミュニケーションを取れる環境にもある

ため、クルマの使用機会が減っている。さ

らに、成熟した消費社会では、魅力的な商

品・サービスも増えたため、相対的にクル

マの魅力が低下している。

4｜「クルマ離れ」の温度差
　以上より、クルマ以外の魅力的な娯楽

やモノの増加やリスク回避志向の強まり

により、クルマに感じる魅力が低下したこ

とで、若者の「クルマ離れ」が生じ、結果と

して運転免許保有率が下がっているよう

だ。しかし、大都市の男性や一人暮らしの

男性では「クルマ離れ」が進む一方、一人暮

らしの女性では、むしろクルマ利用が増え

ており、若者の中でも温度差がある。

4― おわりに

　「若者の○○離れ」が語られる時、今の

若者はお金がないために、節約志向が強

くモノを買わない、と言われがちだ。確か

に節約志向もあるだろうが、そもそも現

代社会では、お金をかけなくても過去より

ハイレベルな消費生活を送ることができ

る。最近では、高級ブランドバッグのシェ

アリングサービスやカーシェアリングを

利用すれば、さらに、お金をかけずに生活

できるようになっている。また、モノや娯

楽があふれる中で育った今の若者は、価

値観も変わり、物質的欲求も弱まっている。

よって、「若者の○○離れ」は単純に節約志

向だけでは説明できない。

　また、データで実態を見ると、若者をひ

とくくりにできない部分もある。

　消費者の現状を的確に捉えるためには、

データでの十分な確認と多面的な考察が

必要だ。
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